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14．金庫の直近２事業年度における財産の状況 

（１）貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書 

  ◎貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記事項(平成３１年３月期) 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券

については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、ただ

し時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っておりま

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

773 1,021 79,564 79,580

20,006 15,491 965 1,166

24,540 27,762 16,068 17,298

国 債 1,908 1,907 131 116

地 方 債 918 934 191 148

社 債 18,506 19,715 58,086 56,590

株 式 4 4 3,982 4,104

そ の 他 の 証 券 3,202 5,201 137 156

40,216 41,259 140 － 

割 引 手 形 530 544 140 － 

手 形 貸 付 4,183 3,688 284 284

証 書 貸 付 34,042 35,360 16 24

当 座 貸 越 1,459 1,666 88 75

581 595 6 6

未 決 済 為 替 貸 13 22 23 19

信 金 中 金 出 資 金 395 395 20 29

前 払 費 用 0 － 0 0

未 収 収 益 158 148 26 29

そ の 他 の 資 産 14 28 92 89

433 474 0 2

建 物 111 143 8 6

土 地 223 228 11 11

リ ー ス 資 産 84 81 101 83

その他の有形固定資産 14 21 67 80

16 20 1 1

ソ フ ト ウ ェ ア 12 16 24 18

その他の無形固定資産 3 3 18 65

27 221 27 221

△605 △545 80,240 80,345

(うち 個別 貸倒 引当 金) (△507) (△386)

156 155

156 155

5,260 5,394

159 159

5,101 5,235

特 別 積 立 金 4,710 4,710

(経営安定化積立金) (1,230) (1,230)

当 期 未 処 分 剰 余 金 391 525

△0 △0 

5,416 5,549

332 405

332 405

5,748 5,955

85,989 86,300 85,989 86,300

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

債 務 保 証 見 返

資 産 除 去 債 務

賞 与 引 当 金

前 受 収 益

払 戻 未 済 金

科　　　目 科　　　目

現 金 預 金 積 金

(　資　産　の　部　) (　負　債　の　部　)

定 期 積 金

退 職 給 付 引 当 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部合計

そ の 他 の 預 金

職 員 預 り 金

リ ー ス 債 務

利 益 剰 余 金

普 通 出 資 金

出 資 金

定 期 預 金

未 決 済 為 替 借

給 付 補 塡 備 金

未 払 費 用

睡眠預金払戻損失引当金

そ の 他 の 負 債

未 払 法 人 税 等

借 用 金

借 入 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負債及び純資産の部合計

偶 発 損 失 引 当 金

その他有価証券評価差額金

資産の部合計

預 け 金

有 価 証 券

貸 出 金

当 座 預 金

普 通 預 金

通 知 預 金

(単位：百万円)

そ の 他 利 益 剰 余 金

会員勘定合計

利 益 準 備 金

そ の 他 負 債

貯 蓄 預 金

(　純　資　産　の　部　)

負債の部合計

債 務 保 証

処 分 未 済 持 分



- 59 - 

す。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は、定率法(ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物(建

物附属設備を除く。)並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法)

を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物    ８年～３９年 

その他    ３年～１５年 

４．無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフ

トウェアについては、金庫内における利用可能期間(５年)に基づいて償却しております。 

５．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間

を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零としております。 

６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下「破綻先」という。)に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者(以下「実質破綻先」という。)に係る債権については、以下のなお書きに記載さ

れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら

れる債務者(以下「破綻懸念先」という。)に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計

上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上し

ております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資管理第１部(査定実施部署)が資産査定を実施し、当

該部署から独立した事務管理部(資産監査部署)が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その

金額は１，５６９百万円であります。 

７．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する額を計上しております。 

８．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算

上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用  ：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数(７年)による定額法により損

益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数(７年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

９．当金庫は、複数事業主(信用金庫等)により設立された企業年金制度(総合設立型厚生年金基金)に加入して

おり、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度へ

の拠出額を退職給付費用として処理しております。 

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれら

に関する補足説明は次のとおりであります。 
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① 制度全体の積立状況に関する事項(平成３０年３月３１日現在) 

年金資産の額          １，６６９，７１０百万円 

年金財政計算上の数理債務の額 

と 低責任準備金の額との合計額 １，８０６，４５７百万円 

差引額             △ １３６，７４７百万円 

② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合(平成３０年３月分) 

０．０５５３％ 

③ 補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１９７，８５４百万円［及び別途積

立金６１，１０７百万円］であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間１９年０カ月の元

利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金１０百万円

を費用処理しております。 

なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定される

ため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。 

１０．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額

のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

１１．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。 

１２．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上してお

ります。 

１３．消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という。)の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有

形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

１４．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 

                      １，３６５百万円 

１５．有形固定資産の減価償却累計額     １，０００百万円 

１６．リスク管理債権の状況 

（１）貸出金のうち、破綻先債権額は３６百万円、延滞債権額は１，４８９百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行

った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和４０年政令    

第９７号)第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい

る貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

（２）貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

（３）貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は７百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

（４）破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１，５３３百万

円であります。 

なお、（１）から（４）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
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１７．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた銀行引受手形、商業手形は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は５４４百万円であります。 

１８．担保に供している資産は、次のとおりであります。 

担保に供している資産       定期預金    １，０００百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、定期預金２，０００百万円、日本銀行との間の歳入代理店契約に

基づく保証品として、有価証券(社債)２７百万円を差し入れております。 

１９．出資１口当たりの純資産額 １，９１６円７８銭 

２０．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務等の金融業務を行っております。 

このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理(マチュリティー・

ラダー分析管理)を行っております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。 

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的、純投資目的で保有しております。 

これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。 

また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当金庫は、貸出事務取扱規程及び信用リスク管理要領等に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信

審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応等与信管理に関する体制を整備

し運営しております。 

これらの与信管理は、各営業店のほか融資管理第１部及び融資管理第２部により行われ、また、定期的

に常勤理事会や理事会等を開催し、審議・報告を行っております。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うこ

とで管理しております。 

②市場リスクの管理 

（ⅰ）金利リスクの管理 

当金庫は、マチュリティー・ラダー分析によって金利の変動リスクを管理しております。 

余裕資金運用基準等において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、余資運用情報協議会

において決定された余資運用に関する方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確認、今後の対

応等の協議を行っております。 

日常的には総務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感

応度分析によりモニタリングを行い、定期的に役員等へ報告しております。 

（ⅱ）価格変動リスクの管理 

有価証券を含む市場運用商品の保有については、余資運用情報協議会の方針に基づき、余裕資金運用

基準に従い行っております。 

このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前協議、投資限度額の設定のほか、継

続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。 

保有している債券の多くは、純投資目的で保有しているものであり、市場環境や発行体の財務状況等

をモニタリングしております。 
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これらの情報は、総務部を通じ、理事会及び余資運用情報協議会において定期的に報告されておりま

す。 

（ⅲ）市場リスクに係る定量的情報 

当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有

価証券」のうち債券、「貸出金」及び「預金積金」であります。 

当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第５号

ニ等の規定に基づき、自己資本の充実度の状況等について金融庁長官が別に定める事項」（平成２６年金

融庁告示第８号）において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた時価の変動額を市場リスク量とし、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。 

当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間

に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。 

なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、上方パラレルシ

フト（指標金利の上昇をいう。なお、当金庫における対象通貨は日本円のみであり、日本円金利の場合  

１．００％の金利上昇）が生じた場合、対象となる金融商品の時価は、２，２４２百万円減少するものと

把握しております。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との

相関を考慮しておりません。 

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性

があります。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当金庫は、毎営業日、資金繰り表を作成し、流動性リスクを管理しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等

によった場合、当該価額が異なることもあります。 

なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しておりま

す。 
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２１．金融商品の時価等に関する事項 

平成３１年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります(時価

等の算定方法については(注１)参照)。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、

次表には含めておりません((注２)参照)。 

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(＊１)貸出金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。 

(＊２)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

 

(注１)金融商品の時価等の算定方法 

金融資産 

（１）預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定

される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。 

（２）有価証券 

債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については、２２．に記載しております。 

（３）貸出金 

貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除

する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。 

① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積もりが困難な

債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額(貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金

計上額」という。) 

② ①以外のうち、割引手形、当座貸越及び変動金利によるものは貸出金計上額 

③ ①以外のうち、手形貸付及び固定金利によるものは、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額を市場金利(LIBOR、SWAP 金利)で割り引いた価額 

金融負債 

（１）預金積金 

流動性預金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしております。 

また、定期性預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価

値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。 

 

項　目
貸借対照表

計上額
時　価 差　額

（１）預け金 15,491 15,536 44

（２）有価証券

　　　　満期保有目的の債券 8,705 9,129 424

　　　　その他有価証券 19,049 19,049 －

（３）貸出金(＊１) 41,259

　　　　貸倒引当金(＊２) △ 545

40,713 41,985 1,271

金融資産計 83,960 85,701 1,740

（１）預金積金 79,580 79,677 96

金融負債計 79,580 79,677 96

(単位：百万円)
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融

商品の時価情報には含まれておりません。 

 

 

 

 

 

 (※１)上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時

価開示の対象とはしておりません。 

 

２２．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社

債」、「その他の証券」が含まれております。 

満期保有目的の債券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他有価証券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券(時価を把握することが極めて困難なものを除く)のうち、当該有価証券の

時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないもの

については、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理(以

下「減損処理」という。)しております。 

当事業年度における減損処理額は、６７５千円(株式)であります。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べ５０％以上下落した銘柄

については、合理的な反証がない限り、時価が取得原価まで回復するとは認められず、著しく下落したものと

して判断しております。また、時価が取得原価に比べ３０％以上５０％未満下落した銘柄については、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められる場合を除き、時価の推移及び発行体の格付等を勘案し、著し

（単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額

非上場株式（※１） 　　　４

投資事業組合出資金（※１） 　　　３

合　計 　　　７

種類
貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

国債 1,907 2,278 370

社債 1,600 1,602 2

その他 3,297 3,366 68

小計 6,805 7,247 441

国債 － － －

社債 － － －

その他 1,900 1,882 △ 17

小計 1,900 1,882 △ 17

8,705 9,129 424

時価が
貸借対照表計上額を

超えるもの

時価が
貸借対照表計上額を

超えないもの

合計

種類
貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

債券 18,635 18,074 561

　地方債 934 799 134

　社債 17,701 17,274 427

小計 18,635 18,074 561

債券 413 415 △ 1

　地方債 － － －

　社債 413 415 △ 1

小計 413 415 △ 1

19,049 18,489 559合計

貸借対照表計上額が
取得原価を
超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を

超えないもの
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く下落したものとして判断しております。 

２４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、１１，８７０百万円であります。このうち契約残存期間が１年以

内のものが３，７０２百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は

契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不

動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等

を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

２５．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

・繰延税金資産 

貸倒引当金        ３６１百万円 

退職給付引当金       ２３百万円 

役員退職慰労引当金     ２２百万円 

減価償却超過額       ２１百万円 

有価証券償却額       １２百万円 

その他           １７百万円 

繰延税金資産小計      ４５８百万円 

評価性引当額     △ ３６８百万円 

繰延税金資産合計       ８９百万円 

・繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 １５４百万円 

繰延税金負債合計      １５４百万円 

・繰延税金負債の純額      ６５百万円 

２６．会計上の見積りの変更 

（退職給付に係る負債の過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理年数の変更） 

退職給付に係る会計処理において、従来、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理年数は主に１０年

としておりましたが、職員の平均残存勤務期間が短縮したため、退職給付に関する会計基準に基づき、当事業

年度より損益処理年数を７年に変更しております。 

これにより、従来の損益処理年数によった場合に比べて、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益がそ

れぞれ７百万円増加しております。 
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＜報酬体系について＞ 

１．対象役員 

当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対

する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の功労の対価として退任時

に支払う「退職慰労金」で構成されております。 

（１）報酬体系の概要 

【基本報酬及び賞与】 

非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれ

の支払総額の 高限度額を決定しております。 

そのうえで、各理事の基本報酬額、賞与額については当金庫の理事会において決定しております。また、各

監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。 

【退職慰労金】 

退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払って

おります。 

なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、その決定方法を規程で定めておりま

す。 

 

（２）平成３０年度における対象役員に対する報酬等の支払総額   ７１百万円 

（注）１．対象役員に該当する理事は５名、監事１名です。 

２．上記の内訳は、「基本報酬」５６百万円、「賞与」３百万円、「退職慰労金」１１百万円となっており

ます。 

なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額です。 

「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金(過年度に繰り入れた引当金分を除く)と当年度

に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。 

３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。 

 

（３）その他 

「信用金庫施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等

の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」(平

成２４年３月２９日付金融庁告示第２２号)第２条第１項第３号及び第５号に該当する事項はありませんでし

た。 

 

２．対象職員等 

当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、

対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を

与える者をいいます。 

なお、平成３０年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。 

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。 

２．「同等額」は、平成３０年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。 

３．平成３０年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。 
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  ◎損益計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円)

平成29年度 平成30年度

1,173,240 1,090,816

964,173 958,338

645,721 643,423

75,042 60,197

233,497 244,804

9,912 9,912

58,550 53,674

28,645 29,448

29,904 24,225

6,835 3,337

－ 130

2,905 36

3,929 3,169

143,681 75,466

98,202 59,489

37,011 6,994

885 1,240

7,581 7,741

986,752 911,590

58,765 44,664

53,255 39,896

3,331 3,020

218 4

1,960 1,742

54,507 54,446

5 5

54,501 54,441

44,689 25,110

25,205 － 

19,484 25,110

805,620 762,466

453,741 412,951

347,192 344,780

4,687 4,734

外 国 為 替 売 買 益

経 常 費 用

そ の 他 の 経 常 収 益

そ の 他 の 業 務 収 益

株 式 等 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

資 金 運 用 収 益

預 け 金 利 息

貸 出 金 利 息

資 金 調 達 費 用

そ の 他 の 受 入 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

そ の 他 の 役 務 収 益

受 入 為 替 手 数 料

役 務 取 引 等 収 益

給 付 補 塡 備 金 繰 入 額

そ の 他 の 支 払 利 息

償 却 債 権 取 立 益

預 金 利 息

税 金

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

国 債 等 債 券 償 却

役 務 取 引 等 費 用

人 件 費

経 費

物 件 費

科　　　　　　　　　　目

経 常 収 益

国 債 等 債 券 償 還 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 の 業 務 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 経 常 収 益

借 用 金 利 息
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注記事項(平成３１年３月期) 

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．出資１口当たりの当期純利益金額  ４４円５１銭 

 

23,169 24,901

20,361 17,150

872 1,085

－ 675

1,935 5,990

186,487 179,225 

634 907

634 907

185,853 178,318 

26,055 21,382

25,281 18,291 

51,336 39,673 

134,516 138,644 

256,621 386,445

391,138 525,089 

株 式 等 売 却 損

繰 越 金 ( 当 期 首 残 高 )

法 人 税 等 合 計

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 処 分 損

特 別 損 失

当 期 未 処 分 剰 余 金

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

経 常 利 益

そ の 他 の 経 常 費 用

貸 出 金 償 却

株 式 等 償 却

そ の 他 経 常 費 用
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  ◎剰余金処分計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 平成２９年度及び平成３０年度の、貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算

書は、信用金庫法第３８条の２第３項の規定に基づき、有限責任あずさ監査法人の

監査を受けております。 

なお、貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、それらに係る期間の財

産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認めら

れております。 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書(以下、「財務

諸表」という。)の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認してお

ります。 

 

 

令和元年６月２４日 

砺 波 信 用 金 庫 

 

理 事 長       
 

 

 

 

今村 良成 

(単位：円)

(年３％) 4,692,970 (年３％) 4,661,760

計

経 営 安 定 化 積 立 金

積 立 金 取 崩 額

当 期 未 処 分 剰 余 金

科　　　　　  　目

繰 越 金 ( 当 期 末 残 高 )

　　これを次のとおり処分いたします。

剰 余 金 処 分 額

利 益 剰 余 金

普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金

平成29年度 平成30年度

391,138,025 525,089,922 

－ － 

－ － 

386,445,055 520,428,162

－ － 

391,138,025 525,089,922

4,692,970 4,661,760


